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※下線の成果指標は 「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」 にも記載

「ダイナミックやまなし総合計画」　政策別実施状況

プロジェクト 6 安全安心・交流基盤創造プロジェクト

政策 1 災害に強い県土・地域づくり
計画掲載事業数

（再掲は除く。）
24

【政策推進に当たっての基本的な考え方】

　近い将来に発生が懸念される南海トラフ地震等をはじめとする大規模な自然災害に備

え、社会インフラの整備、維持、補修などの防災対策や、災害発生時の被害を最小限に

止めるための減災対策を行う必要があります。

　このため、老朽化の進む公共施設等の長寿命化・耐震化や、防災拠点となる施設の機

能強化、情報伝達基盤の整備、地域コミュニティにおける減災への備えなど、災害に強

い強靱な県土づくりに取り組みます。

平
成	

29	

年
度
の
主
な
取
り
組
み
状
況

項　　　　　　　目 頁 担 当 部 局

○ 防災・減災のための治山施設等の整備の推進 P.119 森 林 環 境 部

○ 防災・減災のための農業用施設等の整備の推進 P.119 農 政 部

○ 防災・減災のための公共土木施設の整備の推進 P.121 県 土 整 備 部

○ 県防災体制の充実・強化 P.121 防 災 局

○ 公衆無線 LAN環境の整備促進 P.124 総 務 部

○ 富士山の火山活動と防災対策に関する研究の推進 P.125 県 民 生 活 部

○ 住宅・建築物の耐震化の促進 P.126 県 土 整 備 部

事	

業	

費

施策・事業の実施に要した事業費（本年度までの実績額） 58,903 百万円

前年度までの事業費 38,389 百万円

本年度の事業費 20,514 百万円

成
果
指
標
の
達
成
状
況

成　果　指　標
基	準	値

（基準年度）
A

目	標	値

（目標年度）
B

現	況	値

（直近データ）
C

進捗率（%）

橋りょうの耐震化率
78.3％

（H26）

100.0％

（H31）

88.2％

（H29）
45.6

消防団員の充足率
92.5％

（H26）

94.0％

（H31）

93.3％

（H29）
53.3

住宅の耐震化率
82.7％

（H26）

88.8％

（H31）

86.3％

（H29）
59.0

C－A
B－A

×100
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主要な施策の成果 （予算科目　単位：千円）

災害に強い県土・地域づくり ※丸数字の施策・事業は 「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」 にも記載

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決	算	額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

1 災害に強い強
靱な県土づく
りの推進

　　　 　災害に強い強靱な県土づくりを推進するため、平成

27 年 12 月に策定した「山梨県強靱化計画」に基づき、

施策の進捗状況の把握等を行うために、「山梨県強靱化

アクションプラン 2017」を策定し取り組みを推進した。

　これにより、大規模自然災害等に対する事前防災・

滅災や迅速な復旧・復興に資する強靱な県土づくりに

寄与した。

・山梨県強靱化アクションプラン 2017 の策定

	 　平成 29 年 7 月

【政策企画課】

2 公共施設等の
総合的かつ計
画的な管理の
実施

　　　 　公共施設等の適正な維持管理や利用状況を踏まえた

最適配置等を実現するため、平成 27 年 12 月に策定し

た「山梨県公共施設等総合管理計画」の実現に向け、

具体的な方策を示すため、平成 28 年 12 月に策定した

「山梨県公共施設マネジメント実施方針」に基づき、

公共施設の今後の利用活用の方向性について施設ごと

にあり方検討を実施した。

　これにより、公共施設の総合的かつ計画的な管理の

実施に寄与した。

・公共施設のあり方検討の実施	 　平成 30 年 3 月

【財産管理課】

3 社会資本整備
の推進

　　　 　限られた財源の中で、社会資本の整備を効果的、効

率的に推進するため、平成 27 年 12 月に策定した「山

梨県社会資本整備重点計画（第三次）」に基づく取り

組みを推進した。

　これにより、県民生活の向上や地域経済の発展に寄

与した。

・社会資本整備重点計画（第三次）の実施

・平成28年度の進捗状況の公表	 　平成 29 年 7 月

【県土整備総務課】

④ 治山・林道施
設の長寿命化
の推進

治 山 費 　集落周辺の治山施設や林道橋梁など老朽化した施設

への対応や機能維持を図るため、点検、補修、改修等

の長寿命化の取り組みを推進した。

　これにより、災害に強い山村地域の構築に寄与した。

（ 185,750）

185,750

【治山林道課】
林 道 費 ・治山施設の長寿命化対策の実施	 18 施設

（ 59,695） ・林道施設（橋梁・トンネル）の長寿命化対策の実施

	 13 施設59,695

林 道 費

（恩賜県有財産特別会計）

（ 56,844）

56,844
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（予算科目　単位：千円）

災害に強い県土・地域づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決	算	額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑤ 防災・減災の
ための治山施
設等の整備の
推進

治 山 費 　山地災害を未然に防止し、事前防災と減災対策を着

実に進めるため、山地災害危険箇所における治山施設

の整備を推進した。また、災害発生時に代替輸送路や

避難路の役割を担う林道整備を推進した。

　これにより、山村地域の防災対策の強化に寄与した。

（ 5,630,174）

4,037,172

［ 1,593,002］

【治山林道課】
林 道 費 ・山地災害危険箇所における治山施設の整備

	 新規着手 15 箇所（ 925,215）

809,685 ・代替輸送路や避難路の役割を担う林道の整備

	 　　延長 4.8 ㎞［ 115,530］

林 道 費

（恩賜県有財産特別会計）

（ 1,009,708）

808,702

［ 201,006］

⑥ 農業用施設の
長寿命化・耐
震化の推進

土 地 改 良 費 　農道や農業用ため池などの農業施設の老朽化、耐震

化への対応や機能維持を図るため、点検、補修、改修

等の長寿命化、耐震化への取り組みを推進した。

　これにより、施設の機能が適正に維持された。

（ 757,023）

651,234

【耕 地 課】［ 105,789］

・農道、農業用排水施設の長寿命化、耐震化の推進

農地防災事業費 	 　　釜無川右岸地区　外 6地区

（ 320,608） ・農業用ため池の長寿命化の推進

276,608 　　ため池等の整備	 　長坂地区　外 2地区

［ 44,000］

⑦ 防災・減災の
ための農業用
施設等の整備
の推進

農地防災事業費 　農村地域における集中豪雨等による自然災害を未然

に防止し、事前防災と減災対策を着実に進めるため、

農業用水施設の整備や農地の保全等を推進した。

　これにより、農村地域の防災対策の強化に寄与した。

（ 1,674,765）

952,783

［ 721,982］

【耕 地 課】 ・浸水、侵食や土砂崩落等を防ぐ農業用水利施設等の

整備の推進	 　道志地区　外 4地区

・洪水被害を防止する農地保全等の推進

　　　　　　　	 西野原地区　外 3地区
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（予算科目　単位：千円）

災害に強い県土・地域づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決	算	額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑧ 公共土木施設
等の長寿命
化・耐震化の
推進

道 路 維 持 費 　橋梁やトンネルなど公共土木施設等の老朽化、耐震

化への対応や機能維持を図るため、長寿命化に基づき、

点検、補修、改修等の長寿命化や耐震化への取り組み

を推進した。

　これにより、災害に強い県土づくりの推進と長寿命

化対策が図られた。

（ 263,473）

250,139

［ 13,334］

【道路管理課】

【治 水 課】

【砂 防 課】

【都市計画課】

【下 水 道 室】

【住宅対策室】

道路橋りょう建設費

（ 3,524,298） ・橋梁の長寿命化

2,563,469 　　国道 411 号鴨沢橋　外 49 橋

［ 960,829］ ・緊急輸送道路の橋梁の耐震化

　　 韮崎昇仙峡線権現橋　外 19 橋

河 川 改 良 費 ・トンネル、シェッド＊・大型カルバート＊、道路附属

物の点検・補修の実施（ 305,138）

273,402 ・河川管理施設及びダムの長寿命化

［ 31,736］ 　　五明川排水機場　外 5施設

　　広瀬ダム、塩川ダム

ダ ム 建 設 費 ・砂防施設点検　1,342 箇所

（ 182,379） ・砂防堰堤の長寿命化

139,480 　　日川　外 6箇所

［ 42,677］ ・都市公園施設の長寿命化　5施設

・下水道施設の長寿命化・耐震化の推進

砂防地すべり対策費 　　下水道施設の長寿命化　4流域

（ 740,776） 下水道施設の耐震化　　3流域

517,311 ・県営住宅の長寿命化

［ 223,465］ 　　建替　　　　　　県営富士見団地

　　大規模改修工事　県営山王団地　外 1団地

公 園 費 　　外壁等改修　　　県営熊井戸団地　外 4団地

（ 1,144,887）

605,672

［ 539,215］

流域下水道建設費

（流域下水道特別会計）

（ 1,608,970）

1,031,400

［ 577,570］

住 宅 建 設 費

（ 1,551,485）

1,475,309

［ 76,170］
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（予算科目　単位：千円）

災害に強い県土・地域づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決	算	額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑨ 防災・減災の
ための公共土
木施設の整備
の推進

河 川 改 良 費 　洪水被害や土砂災害を未然に防止し、事前防災と減

災対策を着実に進めるため、河川整備や砂防施設等の

整備を推進した。

　これにより、防災対策の強化に寄与した。

（ 4,717,381）

2,487,749

［ 2,229,632］

【治 水 課】

【砂 防 課】

・河川改修　　　　鎌田川　外 14 河川

砂防地すべり対策費 ・通常砂防　　　　大桑沢　外 69 箇所

（ 7,331,069） ・火山砂防　　　　帯那川　外 15 箇所

3,160,426 ・地すべり対策　　藤尾　外 2箇所

［ 4,170,643］ ・急傾斜崩壊対策　羽黒町の 2　外 41 箇所

⑩ 建設産業を担
う人材の確
保・育成の推
進

建設業指導監督費 　基盤整備や災害等の復旧対応の中心となる建設産業

の未来を担う若者の新規就労や育成を図るため、建設

業のイメージアップにつながる取り組みを推進した。

　これにより、県民の建設業に対するイメージの向上

に寄与した。

（ 3,895）

1,992

【建設業対策室】
・大学生等を対象とした建設業インターンシップの実施

	 平成 29 年 11 月　平成 30 年 2 月

・イメージアップＣＭ等による広報活動

・高校生等を対象とした資格取得のための講習会の開催

	 平成 29 年 9 月・10 月

・技能習得の取り組みに対する支援事業

⑪ 県防災体制の
充実・強化

防 災 総 務 費 　県全体の防災体制の充実・強化を図るため、災害対

策本部の実践的な訓練等を通じて、的確な本部運営が

できるようマニュアルを随時改訂するなど、防災対策

全般にわたる不断の見直しを行うとともに、平成 29

年 3 月に運用を開始した総合防災情報システムを災害

配備時に活用した。

　これにより、南海トラフ地震、富士山噴火などの大

規模災害発生時に迅速かつ的確に対応できる体制整備

の促進や災害に強い県土づくりの推進に寄与した。

（ 15,214）

【防災危機管理課】 15,214

・災害対策本部統括部活動マニュアルの見直し

	 　随時実施

・災害対策本部統括部班別研修の実施

	 　平成 29 年 7 月

・総合防災情報システムの運用・操作研修	 随時実施
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（予算科目　単位：千円）

災害に強い県土・地域づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決	算	額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑫ 道の駅等の防
災機能の拡充

道路橋りょう建設費 　南海トラフ地震や富士山火山噴火などの広域的な災

害への対応を効果的に行うため、防災拠点施設の補完

施設としての道の駅等の防災体制の強化を推進した。

　これにより、広域的な災害発生時の効果的な防災体

制の構築に寄与した。

（ 51,494）

【道路管理課】

【防災危機管理課】

24,880

［ 26,614］

・道の駅等の関係者に対して、必要な防災機能の整備

等の提案実施

・非常用水源等の整備に着手

	 道の駅かつやま外 7箇所

13 新たな手法に
よる交差点整
備の推進

　　　 　災害等における停電時を含め、交差点における安全

性の向上を図るため、信号機を用いないラウンドアバ

ウト交差点＊について、既に整備が完了した 2 箇所に

加え、候補箇所選定等の検討を行った。

　これにより、新たな手法による交差点整備の推進に

寄与した。

【道路整備課】

【道路管理課】

【都市計画課】
・候補箇所選定等の検討の実施

・普及促進のための情報共有・提供の実施

	 　平成 29 年 11 月
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（予算科目　単位：千円）

災害に強い県土・地域づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決	算	額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑭ 人材育成等に
よる地域防災
力の強化

防 災 総 務 費 　地域防災力の強化を図るため、防災リーダーの養成

及び活用等を通じて、災害時に共助の要となる自主防

災組織等の活性化を支援するとともに、避難所毎の運

用マニュアルの作成支援や、防災に関する講演会を開

催するなど、県民全般の防災意識の啓発・高揚を図った。

　これにより、防災活動の要となり、的確かつ迅速な

対応ができる人材の育成及び県民の防災意識の高揚を

図り、地域防災力の強化に資することができた。

（ 3,961）

2,768

【防災危機管理課】

【消防保安課】 消 防 指 導 費

（ 9,530）

9,280

・防災リーダーの養成

地域防災リーダーの養成（初級）	 　526 人

甲斐の国・防災リーダー（防災士）の養成（上級）

	 　100 人

・避難所自主運営の支援

全市町村のモデル地区にアドバイザーや防災リー

ダー等を派遣し、避難所毎の運営マニュアル作成

を支援	 27 市町村

・県民を対象とした啓発

防災講演会の実施

	 平成 30 年 1 月　参加者 203 人

県政出張講座の実施	 20 回　受講者 1,288 人

・消防職・団員等を対象とした啓発

消防女子活躍推進セミナーの実施

	 平成 30 年 3 月　参加者 35 人

・市町村が実施する消防団員確保対策事業を支援

　　ＶＦ甲府試合会場におけるＰＲ活動の実施

	 平成 29 年 8 月　物品配布 8,000 個

　　ショッピングモールにおけるＰＲ活動の実施

	 平成 30 年 2 月　物品配布 1,000 個
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（予算科目　単位：千円）

災害に強い県土・地域づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決	算	額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑮ 大規模災害を想
定した防災訓練
の実施による防
災対策の推進

防 災 総 務 費 　県内での発生が懸念されている大規模災害による被

害を最小限に止めるため、防災訓練の実施などにより、

防災対策を推進した。

　これにより、大規模災害時における災害対応能力の

向上及び富士山噴火時における避難対策の促進に資す

ることができた。

（ 1,521）

1,329

【防災危機管理課】

・大規模災害を想定した防災訓練の実施

　　総合図上訓練の実施	 　　　　　平成 29 年 9 月

　　地震防災訓練（実動）の実施	 　平成 29 年 11 月

・富士山火山防災対策への取り組みの推進

市町村における住民等の実動避難訓練への支援　

	 平成 29 年 8 月

宿泊施設等の避難促進施設の指定や、同施設から

の避難確保計画の策定への支援　随時実施

富士山火山防災対策協議会において、富士山ハ

ザードマップの改定の方針を決定	平成 30 年 3 月

⑯ 土砂災害等情
報システムの
構築・運用

砂防地すべり対策費 　土砂災害等に関する防災関係機関の確実な情報共有

を図り、県民への情報発信を迅速かつ適切に行うため、

土砂災害等情報システムを運用した。

　これにより、防災関係機関で確実な情報共有が図ら

れ、県民への迅速かつ適切な情報発信に寄与した。

（ 9,288）

4,746

【砂 防 課】［ 4,542］

・ＣＡＴＶ放送局 8社と協定を結び情報を配信

・災害情報メール配信システムの改修

⑰ 公衆無線LAN
環境の整備促
進

情 報 管 理 費 　災害時等を想定し、県有施設のうち避難所等に指定

されている施設や、県民や観光客等の滞留が想定され

る施設に整備した公衆無線ＬＡＮ環境を運用した。

　これにより、災害時における県民の情報通信手段の

確保に寄与した。

（ 9,651）

9,650

【情報政策課】

・県有施設の公衆無線LAN環境の運用	 43 施設

　　（運用開始　平成 29 年 3 月）

⑱ 富士山監視体
制の整備の推
進

砂防地すべり対策費 　富士山火山噴火の前兆現象を早期に特定するため、

気象庁や富士山科学研究所などの関係機関で県が有す

る監視映像情報を共有し、監視体制を強化した。

　これにより、富士山火山噴火の前兆現象の早期特定

に寄与した。

（ 20,000）

19,225

【砂 防 課】［ 775］

・報道への映像配信に伴う監視映像装置の改修
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（予算科目　単位：千円）

災害に強い県土・地域づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決	算	額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

19 富士山の火山
活動と防災対
策に関する研
究の推進

企 画 総 務 費 　富士山の火山活動を解明するため、富士山の噴火履

歴や噴火シミュレーション、地下水観測を主要課題と

して調査研究を進めるとともに、他の研究機関との連

携等を推進した。

　これにより、富士山の火山活動の解明に向けた資

料・データの蓄積が進み、富士山火山防災対策の推進

に寄与した。

（ 18,123）

17,833

【私学 ･科学振興課】

・富士山火山防災に関する研究の実施	 　6 テーマ

20 富士山火山噴
火緊急減災対
策の推進

　　　 　富士山噴火の被害をできる限り軽減するため、国、

静岡県と連携し、富士山火山噴火緊急減災対策砂防計

画の具体的な対策の検討を行い平成 30 年 3 月に策定・

公表を行った。

　また、富士山火山噴火対策砂防事業促進期成同盟会

と連携を図り、計画に基づく富士山火山対策の国直轄

化を目指し、要望活動を行った結果、平成 30 年度か

ら山梨県側においても国直轄砂防事業が開始されるこ

とになった。

　これにより、富士山火山防災対策に寄与した。

【砂 防 課】

・国直轄事業化への要望活動の実施	 　5 回

・富士山火山噴火緊急減災対策砂防計画に向けた協

議・検討

富士山火山噴
火時の来訪者
安全対策の推
進

企 画 総 務 費 　富士山火山噴火時の登山者・観光客等の安全対策を

図るため、地元自治体による山小屋へのヘルメット・

防塵マスク等の整備の取り組みを支援した。また、登

山客や観光客等にヘルメット等の持参を呼びかけた。

　これにより、富士山火山噴火時の来訪者の安全対策

の推進に寄与した。

（ 5,742）

3,720

【世界遺産富士山課】

・富士吉田市が実施する吉田口山小屋のヘルメット等

の整備助成に対する支援

・登山客や観光客等にヘルメット等の持参の呼びかけ

ホームページでの周知

ヘルメット携行ＰＲビデオの動画サイト掲載

　　チラシ作成　110,000 部
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（予算科目　単位：千円）

災害に強い県土・地域づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決	算	額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

22 富士山火山防
災教育・普及
啓発の推進

企 画 総 務 費 　富士山の火山防災に関する知識の普及を図るため、

地元自治体や県民を対象とする防災研修会等を開催

した。

　これにより、富士山火山防災対策への理解促進に寄

与した。

（ 3,774）

3,347

【私学 ･科学振興課】

・火山防災研修会等の開催

火山防災研修会　　1回

国際シンポジウム　平成29年11月　参加者79人

住宅・建築物
の耐震化の促
進

住 宅 総 務 費 　地震発生時における住宅・建築物の倒壊等の防止や

避難路を確保するため、木造住宅や大規模建築物及び

避難路確保につながる建築物の耐震診断等への支援

や、耐震化の啓発活動等を実施した。

　これにより、住宅・建築物の耐震化に寄与した。

（ 142,830）

56,410

【建築住宅課】［ 10,488］

・耐震診断等への支援

耐震診断　　　　　　　　　	 　340 件

耐震改修設計　　　　　　　	 　38 件

耐震改修　　　　　　　　　	 　37 件

耐震シェルター　　　　　　	 　5 件

・避難路沿道建築物の耐震診断　	 　37 件

・避難路沿道建築物の耐震設計　	 　5 件

・避難路沿道建築物の耐震改修等	 　4 件

・建築物防災出張講座の実施　	 18 回　参加者 844 人

・戸別訪問の実施　　　　　　　	 　2,312 件

被災者の生活
再建支援の充
実

　　　 　県内被災者の生活再建を支援するため、国の被災者

生活再建支援制度に加え、市町村と共同で創設した本

県独自の支援制度を運用した。

　これにより、国の制度が適用されない被災世帯にお

ける生活再建の支援策が確保された。
【防災危機管理課】

・本県独自の被災者生活再建支援制度の運用

	 平成 28 年 1 月施行
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※下線の成果指標は 「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」 にも記載

「ダイナミックやまなし総合計画」　政策別実施状況

プロジェクト 6 安全安心・交流基盤創造プロジェクト

政策 2 利便性の高い交通網の整備
計画掲載事業数

（再掲は除く。）
10

【政策推進に当たっての基本的な考え方】

　本県産業の活性化と県民生活の利便性の維持向上を図るためには、多様な交流を支え

る交通基盤を体系的に整備していく必要があります。

　このため、県内外を結ぶ道路ネットワークやリニア中央新幹線の整備を推進するとと

もに、リニア駅周辺への本県の新たな玄関口の整備や、リニア駅と甲府駅を結ぶ交通シ

ステムの構築に取り組みます。

　また、県民や観光客等にとって利便性の高いバス交通ネットワークの整備等を進めます。

平
成	

29	

年
度
の
主
な
取
り
組
み
状
況

項　　　　　　　目 頁 担 当 部 局

○ 県内道路ネットワークの整備推進 P.128 県 土 整 備 部

○ リニア中央新幹線の用地取得 P.128 リニア交通局

○「リニア環境未来都市」における本県の新たな玄関口の整備 P.129 総 合 政 策 部

○ 県内バス交通ネットワークの再編・整備 P.129 リニア交通局

○ バス交通の利便性向上 P.130 リニア交通局

○ 高齢者等の交通事故防止対策 P.130 警 察 本 部

○ ＪＲ中央東線の高速化及び利便性の向上 P.130 リニア交通局

事	

業	

費

施策・事業の実施に要した事業費（本年度までの実績額） 50,240 百万円

前年度までの事業費 32,140 百万円

本年度の事業費 18,100 百万円

成
果
指
標
の
達
成
状
況

成　果　指　標
基	準	値

（基準年度）
A

目	標	値

（目標年度）
B

現	況	値

（直近データ）
C

進捗率（%）

リニア駅からの 30 分到達圏人口
カバー率

62.5％

（H26）

71.4％

（H31）

66.0％

（H29）
39.3

バス輸送人員
10,140 千人

（H25）

10,470 千人

（H30）

9,205 千人

（H28）
△ 283.3

C－A
B－A

×100
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主要な施策の成果 （予算科目　単位：千円）

利便性の高い交通網の整備 ※丸数字の施策・事業は 「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」 にも記載

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決	算	額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

① 県内道路ネッ
トワークの整
備推進

道路橋りょう建設費 　県内各地域間の交通円滑化を図るとともに、高速道

路をはじめとする基幹的な道路へのアクセスを向上

し、災害時における緊急輸送道路としての機能などを

強化するため、地域高規格道路（西関東連絡道路や新

山梨環状道路）などの整備を計画的に推進した。

　これにより、西関東連絡道路の全線供用をはじめ、

地域間の連携・緊急輸送道路の確保に寄与した。

（ 20,882,775）

13,367,297

【道路整備課】

【高速道路推進課】

【都市計画課】

［ 7,515,478］

道路橋りょう整備費

（ 2,775,843）

2,072,003 ・西関東連絡道路・新山梨環状道路（東部区間）の整備

　　要望活動の実施　　5回

　　総会の開催 ･参加　2回

［ 703,840］

道路橋りょう総務費 ・国県道の整備（供用）

国道 140 号西関東連絡道路（山梨市北～東）

　外 7路線（8箇所）　延長 3.1 ㎞

（ 20,020）

12,666

［ 7,318］ ・都市計画道路の整備（供用）

滝坂下今井線（Ⅱ期）（甲斐市竜地地内）

	 　延長 0.3 ㎞街 路 事 業 費

（ 3,097,399）

2,241,157

［ 856,242］

② 県外とを結ぶ
高速道路等の
整備促進

道路橋りょう総務費 　産業・観光振興や災害発生時の県外からの輸送確保

につながる高速道路等の整備を促進するため、国等の

関係機関との事業協力を進めるとともに、計画的な整

備について働きかけを行った。

　これにより、高速道路等の計画的な整備が促進され、

平成 30年 3月小仏トンネル渋滞対策の工事用道路に着

手した。

（ 658）

658

【高速道路推進課】

・高速道路整備の要望活動の実施　　	 　12 回

・整備促進期成同盟会等の開催・参加	 　	 9 回

3 リニア中央新
幹線の用地取
得

企 画 総 務 費 　リニア中央新幹線建設工事を計画どおり進めるた

め、県リニア用地事務所において、沿線住民からの様々

な相談や要望に丁寧に対応するとともに、民間のノウ

ハウを活用しながら計画的に用地取得を進めた。

　これにより、リニア中央新幹線の建設工事の促進に

寄与した。

（ 379,700）

271,582

【リニア推進課】［ 75,152］

・沿線住民からの相談等への対応	 　86 件

・本線区間 38 地区のうち 23 地区で用地交渉に着手

	 （平成 30 年 3 月末現在）
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（予算科目　単位：千円）

利便性の高い交通網の整備

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決	算	額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

④「リニア環境未
来都市」におけ
る本県の新たな
玄関口の整備

企 画 総 務 費 　リニア駅周辺において、リニアの開業効果を全県に波

及させるための交通結節機能、観光交流・産業振興機能

などを備えた本県の新たな玄関口としての整備の具体化

に向けて、駅周辺の整備に係る検討及び調査を行った。

（ 61,458）

11,385

［ 48,737］

【リニア環境未来都市推進室】 ・駅周辺整備基本計画策定に向けた検討及び調査の実

施（再掲）

　　リニア環境未来都市創造会議の設置・開催

	 平成 30 年 1 月

⑤ リニア駅アク
セス道路網の
整備

　　　 　リニア中央新幹線の開業効果を県全体で最大限享受

していくため、効率的にリニア駅へアクセス出来るよ

う関連する道路の整備を推進した。

　これにより、県民や観光客等の利便性の向上が図ら

れた。
【道路整備課】

・西関東連絡道路・新山梨環状道路（東部区間）の整備

	 （再掲）

・国県道の整備（供用）（再掲）

・都市計画道路の整備（供用）（再掲）

6 リニア駅と甲
府駅を結ぶ交
通システムの
構築

　　　 　リニア駅と本県の公共交通のハブ的機能を有する甲

府駅を結ぶ交通基盤を整備するため、定時性や速達性、

利便性や快適性を確保した交通システムの構築に取り

組んだ。

　これにより、リニア駅と甲府駅を結ぶ交通システム

の運行に向けた検討が進んだ。
【交通政策課】

【道路整備課】
・国やバス事業者等と、自動車運転等の先進的な技術

の導入に関する協議

・公共事業評価委員会の事前評価により、国道 358 号

の遠光寺北交差点を改良する工事に関する事業実施

妥当の評価

⑦ 県内バス交通
ネットワーク
の再編・整備

交通安全推進費 　子ども、高齢者などの交通弱者や観光客等の移動手

段を確保するとともに、リニア中央新幹線の開業を見

据え、リニア駅から県内各地への移動を円滑にするた

め、利便性の高いバス交通ネットワークの構築に向け、

バス路線の再編に取り組んだ。

　これにより、12 路線の再編を行い、バス交通ネッ

トワークの構築に寄与した。

（ 114,946）

114,946

【交通政策課】

・広域的路線の再編（路線の新設、増便、見直し）

	 3 路線

・地域内路線の再編（広域的バス路線との接続強化等）

	 9 路線
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（予算科目　単位：千円）

利便性の高い交通網の整備

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決	算	額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑧ バス交通の利
便性向上

交通安全推進費 　県民の日常的な移動や観光客の周遊を円滑化し、バ

ス利用を促進するため、バス事業者が行う甲府駅南口

のバス交通案内表示システムの整備を支援した。

　これにより、バスの運行情報、接近情報等をリアル

タイムで多言語表示する案内表示機器が甲府駅南口に

整備され、利便性が向上した。

（ 3,934）

【交通政策課】
3,934

・甲府駅南口のバス交通案内表示システムの本格稼働

	 平成 29 年 8 月

9 高齢者等の交
通事故防止対
策

　　　 　子どもや高齢者、観光客等が安心して利用できる安

全な交通社会を実現するため、交通事故分析の高度化

とこれに基づく情報発信の推進を図るとともに、高齢

者の公共交通機関の利用促進を働きかけるなど、高齢

者等の交通事故防止対策を推進した。

　これにより、高齢者の交通安全の意識向上に寄与した。

【警：交通企画課】

・ホームページ等による高齢者交通事故防止のための

情報発信　　　　　　　　　　	 　32 件

・高齢事故当事者個別訪問指導数	 　898 件

・運転免許自主返納者数　　　　	 　2,462 人

⑩ ＪＲ中央東線
の高速化及び
利便性の向上

交通安全推進費 　ＪＲ中央東線の高速化や利便性の向上を図るため、

国やＪＲ東日本との協議を実施した。

　また、鉄道を利用した東京圏などへ通学する学生の

増加を図る市町村の取り組みを支援した。

　これにより、Ｓｕｉｃａ利用駅の拡大や新型の特急

スーパーあずさの導入が実現するとともに、自宅から

県外への通学者の拡大に寄与した。

（ 5,804）

3,505

【交通政策課】

・ＪＲ東日本への要望活動の実施	 　2 回

・ＪＲ東日本との協議　　　　　	 　10 回

・国への要望活動の実施　　　　	 　2 回

・中央東線高速化促進広域期成同盟会の開催

	 　平成 29 年 7 月

・通学定期券の購入助成制度創設市町村への支援

	 5 市
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